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 以上が本論文の構成である。  
 
＜注＞  
(1)大浜啓吉「市民社会と行政法」科学 78 巻 9 号 1045－1046 頁（岩波書店、2008）。  
(2)篠原敏雄「ワークショップ概要 ヘーゲルと現代社会―法・国家・市民社会―」
日本法哲学会編『法哲学年報（2011）』123 頁（有斐閣、2012）。  
(3)永尾孝雄「ヘーゲル法思想と近代」日本法哲学会編『法哲学年報（2007）』有斐
閣、102-103 頁。  
(4) 重松博之「ヘーゲル承認論の現在―A・ホネットの承認闘争論を中心として―」
日本法哲学会編 法哲学年報（1999）（有斐閣、2000）。  
(5) 清水誠 /篠原敏雄「市民法学・市民法論の現在」法律時報 79 巻 13 号（日本評論
社、2007）。  
(6)清水誠・篠原敏雄「市民法学・市民法論の現在」『法律時報』79 巻 13 号通巻 990
























第一章 若きヘーゲルと市民法学の理論的視座  
  
































































































 ＜注＞  
（1）工藤豊『ヘーゲルにおける自由と近代性』329－355 頁参照（新評論、2000）。  
(2)G.W.F.Hegel,Werke,12.Vorlesungen über die Philosophie der 
Geschichte(Frankfurt a.M.,1970),S.416-417.ヘーゲル（長谷川宏訳）『歴史哲学講
義（下）』205 頁（岩波文庫、1994）。  
（3）Ebd.,S.404.長谷川訳・前掲注(2)187 頁。  














では最も一般的なもの」である。工藤・前掲注(1)11 頁。  
（7）ヘーゲルのルター宗教改革に対しての考えに関しては、浅野遼二『ベルン時
代のヘーゲル』277―281 頁参照（法律文化社、1995）より示唆を得た。  
（8）ディルタイ（久野昭・水野建雄訳）『ヘーゲルの青年時代』17 頁（以文社、1976）。  
（9）久野・水野訳・前掲注(8)17 頁。  































第二節 若きヘーゲル神学論稿と主体性の原理  
 








































































































3 「キリスト教の実定性」論稿  






































































































































4 「キリスト教の運命とその精神」論稿  
最後に、ベルン時代の論稿から離れ、フランクフルト時代に書かれた「キリスト













































































































































































（2）篠原敏雄『市民法学の基礎理論―理論法学の軌跡―』22 頁（勁草書房、1995）。  
（ 3） G.W.F.Hegel,Werke,1.Frühe Schriften(Frankfurt a.M.,1971),S.13.ヘルマ
ン・ノール編（久野昭 /水野建雄訳）『ヘーゲル初期神学論集Ⅰ』12 頁（以文社、1973）。  
（4）Ebd.,S.13-14.久野 /水野訳・前掲注(3)13 頁。  
（5）Ebd.,S.14.久野 /水野訳・前掲注(3)13 頁。  





（8）Ebd.,S.73.久野 /水野訳・前掲注(3)84 頁。  
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（14）久野 /水野訳・前掲注(13)45 頁。  
（15）久野 /水野訳・前掲注(13)78 頁。  
（16）篠原・前掲注(2)24 頁。  
（17）Ebd.,S.16.久野 /水野訳・前掲注(3)16 頁。  
（18）細谷貞雄『若きヘーゲルの研究』90 頁（未来社、1971）。  
（19）Vgl.,ebd.,S.223.久野 /水野訳・前掲注(3)129 頁参照。高山守『ヘーゲルを読
む』37－38 頁参照（放送大学教育振興会、2003）。  
(20) 細谷・前掲注(18)91 頁。  
(21) Ebd.,S.221.久野 /水野訳・前掲注(3)126 頁。  





(24) 久野 /水野訳・前掲注(3)226 頁。  
(25) 久野 /水野訳・前掲注(3)226－227 頁。  







(27) 久野 /水野訳・前掲注(3)219 頁。  
(28) 久野 /水野訳・前掲注(3)219 頁。  










注(30)31－51 頁参照。  
(32) 細谷・前掲注(18)89 頁。  
(33) 久野 /水野訳・前掲注(3)142 頁。  
(34) 久野 /水野訳・前掲注(3)144 頁。  
(35) 久野 /水野訳・前掲注(3)150 頁。  
(36) 久野 /水野訳・前掲注(3)144 頁。  
(37) 細谷・前掲注(18)115 頁。  
(38) 久野 /水野訳・前掲注(3)150 頁。  
(39) 細谷・前掲注(18)115 頁。  
(40) 細谷・前掲注(18)341 頁参照。  

















(43) 長谷川・前掲注(7)52－82 頁参照。  
(44) 長谷川・前掲注(7)69 頁。  
(45) 長谷川・前掲注(7)71 頁。  
(46) Ebd.,S.359-360.久野 /水野訳・前掲注(13)187 頁。  
(47) 若きヘーゲルの「愛」の概念について、西研『ヘーゲル・大人のなりかた』48
－76 頁参照（日本放送出版協会、1995）。中埜・前掲注(1)59－62 頁参照。城塚・
前掲注(31)132－138 頁参照。  
(48) Ebd.,S.338.久野 /水野訳・前掲注(13)164 頁。  
(49) Ebd.,S.340.久野 /水野訳・前掲注(13)165－166 頁。  
(50) Ebd.,S.340.久野 /水野訳・前掲注(13)166 頁。  
(51) Ebd.,S.340.久野 /水野訳・前掲注(13)166 頁。  
(52) Ebd.,S.343.久野 /水野訳・前掲注(13)168 頁。  
(53) Vgl.,ebd.,S.344.久野 /水野訳・前掲注(13)169 頁参照。  
(54) Ebd.,S.344.久野 /水野訳・前掲注(13)169 頁。  
(55) 西研・前掲注 (47)58―62 頁参照。この「生命」とは、西研氏も指摘している
ように、自分と人々との関係性のことである。換言すれば、人間の「共同性」とも
言えるであろう。  
(56) Ebd.,S.345.久野 /水野訳・前掲注(13)170 頁。  
(57) Ebd.,S.345.久野 /水野訳・前掲注(13)171 頁。  
(58) Ebd.,S.345.久野 /水野訳・前掲注(13)171 頁。  


















(63) Ebd.,S.362.久野 /水野訳・前掲注(13)190 頁。  
(64) Ebd.,S.363.久野 /水野訳・前掲注(13)191 頁。  
(65) 長谷川・前掲注(7)81 頁。  


























































第二章 ヘーゲル時事論文と市民法学の理論的視座  
 













































































(3)G.W.F.Hegel,Werk1.Frühe Schriften(Frankfurt a.M.,1971) ヘーゲル（金子武蔵
訳）『政治論文集（上）』281 頁（岩波文庫、1967）。  
(4)ジャック・ドント(飯塚勝久訳)『ヘーゲル伝』194 頁（未来社、2001）。  













(6)飯塚訳・前掲注(4)190 頁。  













欠陥について（Über die neuesten inneren Verhältnisse Württembergs,besonders 












































































(1) G.W.F.Hegel,Werk1.Frühe Schriften(Frankfurt a.M.,1971)S.268. ヘ ー ゲ ル 
（金子武蔵訳）『政治論文集（上）』17 頁（岩波文庫、1967）。  
(2) Ebd.,S.269.金子訳・前掲注(1)18 頁。  
(3) Ebd.,S.269. 金子訳・前掲注(1)18－19 頁。  
(4) Ebd.,S.271. 金子訳・前掲注(1)21 頁。  
(5) Ebd.,S.272. 金子訳・前掲注(1)21 頁。  
(6) 権左武志『ヘーゲルにおける理性・国家・歴史』212 頁、212－213 頁（岩波書
店、2010）  




(8) 金子訳・前掲注(1)23 頁。  
(9) 金子訳・前掲注(1)24 頁。  
 



























とつの集団が国家を形づくるには、共同の武力と国家権力（ eine gemeinsame 









区別を行うことは、諸国家の平安と諸政府の安泰と諸国民の自由（die Ruhe der 




由と自発的意志(die lebendige Freiheit und den eigenen Willen)とを許すことがで
きるし、また彼らの意志に相当大きな活動範囲(einen grossen Spielraum)を与える






































る。即ち、「国家権力の中心点すなわち政府(der Mittelpunkt als Staatsgewalt,die 
Regierung)というものは、対外的対内的安全(ӓussere und innere Sicherheit)のた










(diese Freiheit ist an sich selbst heilig)」
















即ち、「特論 ドイツ憲法の批判と歴史 第一節 軍隊」、「第二節 財政」、




















































最後に、第六節「議員の権力(Die Macht der Stӓnde)―代議制度について―」に
おけるヘーゲルの考えを観ていきたい。「代議制度」そのものの意義に関して、ヘ
















協力しなくてはならない(zu Gesetzen und zu den wichtigsten Angelegenheiten 
eines Staats das Volk mitwirken muss)という確信」であり、「統治が法律にした
がって行われ（die Regierung nach Gesetzen verfӓhrt）、そうして何人にも関係
のある最重要の国事には普遍意志もまた協力 (die Mitwirkung des allgemeinen 








てよりも戦時の動乱においてあらわれてくるものである（Die Gesundheit eines 
Staats offenbar sich im allgemeinen nicht sowohl in der Ruhe des Friedens als 





の成員と全体との連帯の力(die Kraft des Zusammenhangs aller mit dem Ganzen)
があらわれてき、この連帯がどれだけ多くのことを成員から要求しうるように仕組
まれているかが、また成員が自発的な衝動と心情(eigenem Triebe unt Gemüte)とか
ら連帯のためになそうと願うことがどれだけ実効をもつかが明らかになってくるの












(1)澤田章『ヘーゲル・人と思想』46 頁参照（清水書院、1970）。  










文中に記す。また、藤原保信 引田隆也・山田正行編『藤原保信著作集 2 ヘーゲ









(7)篠原・前掲注(5)56－57 頁参照。  
(8)藤原・前掲注(4)74-75 頁。  







in der Versammlung der Landstӓnde des Kӧnigreichs Württemberg im Jahr 1815 
und 1816.ⅩⅩⅩⅠⅠⅠAbteilungen.）」論稿を観ていきたい（以下、「地方民会
の討論」と略す）。  




























































時の人口 60 万）において、君公側の 10 倍の課税徴収権を有しており、さらに、民





















































可能(konnte kein wahrer Begriff über Recht,Freiheit und Verfassung Wurzel 
fassen)」（148 頁）になり、「理性法と国民の全般的福祉の原則の実現を妨害し(die 


















注）、さらに年齢が二五歳に達していること」（Ebd.,S.470,17 頁）である。  
このような被選挙権と選挙権の資格に関する国王の憲法案に対して、ヘーゲルは、
行き過ぎた面があると考えている。即ち、ヘーゲルは、「被選挙権の資格」に関し





























(2)以下、福吉勝男『現代の公共哲学とヘーゲル』178 頁参照（未来社、2010）。  
(3)G.W.F.Hegel,Werke,4.Nürnberger und Heidelgerger Schriften 
1808-1817(Frankfurt a.M.,1970)ヘーゲル（上妻精訳・金子武蔵解説）『政治論文











(7)福吉・前掲注(2)179 頁参照。  
(8)福吉・前掲注(2)179 頁。  
(9)飯塚訳・前掲注(1)305 頁。  
 
第六節 「イギリス選挙法改正案について」  
 
これから検討していく 1831 年の「イギリス選挙法改正案について (Über die 
englische Reformbill)」論稿も、ヘーゲルの政治論文の中で重要なものの一つであ






























































国民のさまざまな重大な諸利益が代表されるべきである (im Parlament die 
































































(1) G.W.F.Hegel,Werke,11.Berliner Schrifften 1818-1831.(Frankfurt a.M.,1970)
ヘーゲル（金子武蔵解説 上妻精訳）『政治論文集（下）』324 頁参照（岩波文庫、
1967）。なお、以後、本書からの引用は、本文中に記す。  
(2) 澤田章『ヘーゲル・人と思想』217 頁（清水書院、1970）  
(3) 澤田・前掲注(2)217 頁。  





(7)滝口・前掲注(4)245 頁参照。  
(8)G.W.F.Hegel,Werke,4.Nürnberger und Heidelgerger Schriften 
1808-1817(Frankfurt a.M.,1970)S.475, ヘーゲル（金子武蔵解説 上妻精訳）『政
治論文集（下）』24 頁（岩波文庫、1967）。  








第三章 ヘーゲル法哲学における主体性の原理と共同性の原理  
  











































(1)星野英一『民法のすすめ』112 頁（岩波新書、1998）。  
(2)篠原敏雄「市民法学の法哲学的基礎―市民社会論と自由の実現―」原島重義先生
傘寿記念論文集『市民法学の歴史的・思想的展開』参照（信山社、2006）。  













   
第二節 ヘーゲル『法哲学』における具体的自由の実現―その原理と構造  

































な け ればな ら ない (Die Gemeinschaft der Person mit anderen muss daher 
wesentlich nicht als eine Beschr ӓ nkung der wahren Freiheit des 




















































































































































































上恭一訳）『ヘーゲル初期哲学論集』136－137 頁参照（平凡社ライブラリー、2013）。  
(4)長谷川訳・前掲注(2)37 頁。  





(8)村上訳・前掲注(7)49 頁。  
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。即ち、第一の要素は、欲求の体系（Das System der 
Bedürfnisse）である。第二の要素は、司法活動(Die Rechtspflege)である。第三の






















































































ついては、「4 福祉行政」のところで述べていきたい。  
 






























（ Öffentlichkeit der Rechtspflege ） 」
（19）















4 福祉行政について  
まず、「福祉行政」から観ていくことにする。福祉行政は、「人格と所有の妨害さ
れることのない安全（die ungestörte Sicherheit der Person und des Eigentums）」






















































観ていきたい。   
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Vgl.,Karl-Heinz Ilting,Die Struktur der Hegelschen 
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第四節 ヘーゲル『法の哲学』の国家論  
 
1 ヘーゲル国家論の構成  
ヘーゲルの国家論は、大きく分けて、三つから構成されている。第一に、「国内

















































































































































主権（Die fürstliche Gewalt）」、「統治権 (Die Regierungsgewalt)」、「立法権 (Die 
gesetzgebende Gewalt)」に関して、観ていきたい。  
第一に、君主権に関して観ていきたい。ヘーゲルが考える政治的な国家の体制と




























































































































































































































































































(die Verworrenheit dieses Zustandes kann zu seiner Harmonie nur durch den 
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した国家への帰属は個人にとり最高の義務だとされる」。   
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第二部 法・国家・市民社会の基礎構造論―ヘーゲル、マルクス、市民法学理論  
 
第一章 市民法学の潮流と現在  
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第二章 市民法学における基礎構造論  
 






















第一節 市民社会の基礎構造  
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(18)篠原・前掲注(16)5 頁以下参照。  
 




































































































































弘 /篠原敏雄 /辻村昌昭編『市民社会の変容と労働法』10－12 頁（信山社、2005）。  
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市民法学の視座から―」横井芳弘 /篠原敏雄 /辻村昌昭編『市民社会の変容と労働法』










1 はじめに  
マルクスが『ドイツ・イデオロギー』における重層的な市民社会の把握に至るに
は、経済学の研究が必須のものであった。そして、それはパリ時代（1843 年 10 月






























































































































































































































































































































































（ 5 0 ）
」なのである。別言すれば、貨幣の本質とは、人間の本質である、人間相互
関連・交通形態が、貨幣という形態に転化したものなのである

















































































































































































































3 おわりに  
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第二節 市民法学における歴史理論  
 















































































































































































































(３)篠原・前掲注(1)53 頁。  
(4)内田弘『新版「経済学批判要綱」の研究』102－106 頁参照（御茶の水書房、2005
年）。この点、内田弘氏も同様の考えを示している。  
(5)篠原・前掲注(1)167 頁参照。   
(6)森田桐朗 /望月清司『講座マルクス経済学 1 社会認識と歴史理論』86 頁（日本
評論社、1974）。  
(7)森田 /望月・前掲注(6)86 頁。  












(11)篠原・前掲注(1)53 頁参照。  
(12)山田鋭夫 /森田桐朗編著『講座マルクス経済学 6 コメンタール「経済学批判要




































第一章 ヘーゲル法哲学の構造と市民法学―K.-H.Ilting の所説に即して―  
  









































das Privateigentum betreffen,höheren Sphären des Rechts,einem 





会的な制度としての婚姻の概念を捉え損なうにちがいない（die Konstruktion der 



















































とである（die Lehre vom Staat als seiner politischen Gemeinschaft,in der die 
Individuen nicht jedes ihren privaten Interessen nachgehen,sondern ihre ӧ
















（ erhalten nach Hegels Auffassung Rechts- und Morallehre ihre wirkliche 
Bedeutung und Geltung erst im Zusammenhang der Lehre von den Institutionen 
















Freiheit des Individuums mit der Kraft der Gemeinschaft zu verbinden）」
（Ebd.,S.67.）。従って、この点で、「ヘーゲルは、自由主義の諸原理を堅く保持す










Allgemeine mit dem Besonderen）」、「実体性と主観性（Substanzialitӓ t und 
Subjektivitӓt）」が、互いに充分に効果を発揮して、相互に補完する形で統一され
ているとイルティングによって指摘されている（Ebd.,S.68.）。  





























































 ＜注＞  
(1)Karl-Heinz Ilting,Die Struktur der Hegelschen 
Rechtsphilosophie.in.:Materialien zu Hegels Rechtsphilosophie, 
Band2,Hrsg.von Manfred Riedel,Frankfurt a.M.1975,S.52-78.以下引用は本文中
に記す。  
(2) G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7,Frankfurt 
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a.M.1970, §161 Zusatz,S.310. ヘーゲル(藤野 /赤沢訳)『法の哲学Ⅱ』39 頁、40 頁
（中央公論新社、2001）。この点、ヘーゲルは、婚姻を自然的な性愛や市民的契約
とする考えを退けている。従って、「婚姻は、本質的に、一つの人倫的関係（Die Ehe 
ist wesentlich ein sittliches Verhӓltnis）」であり、婚姻は、「法的に人倫的な愛（die 
rechtlich sittliche Liebe）」であると述べている。  
(3)ヘーゲルが、プラトンおよびアリストテレスの哲学を自己の哲学に取り入れたこ
とに関して、W.カウフマン（栃原敏房・斎藤博道訳）『ヘーゲル―再発見・再評価』
119 頁参照（理想社、1975）。  











































































































えようとする主体の特殊性の権利（Das Recht der Besonderheit des Subjekts）、























































































































































4 頁参照（信山社、2005）。  
(2)篠原・前掲注(1)4 頁。  
(3)篠原・前掲注(1)5 頁参照。  
(4)篠原・前掲注(1)5 頁。  
(5)詳細は、小林正士「市民法学の論理とへーゲル『法の哲学』」国士舘大学法研論








開』57 頁参照（信山社、2006）。  
(8)篠原・前掲注(7)57 頁。  
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(10)篠原・前掲注(7)57 頁。  
(11)G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7,rankfurt 
a.M.1970,§4,S.46.ヘーゲル（藤野 /赤沢訳）『法の哲学Ⅰ』65 頁（中央公論新社、
2001）。  
(12) Ebd.,§27,S.79.藤野 /赤沢訳・前掲注(11)121 頁。  














(17)Ebd., § 124,S.233. 藤 野 / 赤 沢 訳 ・ 前 掲 注 (11)327 頁 。 Vgl.,ebd., § 185, §




大学社会科学研究所紀要 社会科学研究 第 60 巻第 5・6 号 48－53 頁（2009）を
参照されたい。  













(20)Ebd., § 153,S.303. 藤 野 / 赤 沢 訳 ・ 前 掲 注 (17)27 － 28 頁 。 Vgl.,ebd., § 185 
Zusatz,S.343.§186,S.343.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)97 頁、98 頁。  
(21)Ebd.,§268 Zusatz,S.414.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)250 頁。  
(22)Ebd.,§268 Zusatz,S.414.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)51 頁。小倉・前掲注(18)24
頁以下参照。  




引田隆也 /山田正行編『藤原保信著作集 2 ヘーゲルの政治哲学』253 頁（新評論、
2007）初出 1982 年。  
(25)Ebd.,§150,S.298.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)19 頁。  
(26)Ebd.,§149,S.298.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)16－17 頁。  
(27)Ebd.,§4,S.46.藤野 /赤沢訳・前掲注(11)65 頁。  
(28)桜井弘木「ヘーゲルとホッブズにおける国家と自由」宮本冨士雄編著『ヘーゲ
ルと現代』201 頁参照（理想社、1974）。  
(29)Ebd.,S.26.藤野 /赤沢訳・前掲注(11)27 頁。  
(30)Ebd.,§258,S.399.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)218 頁。  
(31)アクセル・ホネット（島崎隆 /明石英人 /大河内泰樹 /徳地真弥訳）『自由であるこ
との苦しみ―ヘーゲル「法哲学」の再生』56－57 頁参照（未来社、2009）。  
(32)詳しくは、小林正士「市民法学の論理とヘーゲル『法の哲学』」国士舘法研論集
第 10 号（2009 年）、小林正士「ヘーゲルの社会哲学と市民法原理」国士舘法研論
集 第 12 号（2011 年）、小林正士「ヘーゲルの社会理論と市民法原理」国士舘法
研論集 第 13 号（2012 年）を参照されたい。  
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(33)Ebd.,§153,S.303.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)28 頁。  
(34)Ebd.,§153 Zusatz,S.304.藤野 /赤沢訳・前掲注(17)28 頁。  
(35) Ebd.,S.17.藤野 /赤沢訳・前掲注(11)13 頁。ヘーゲルは、『法の哲学』序文の追
加で、「人間の理性は法のすがたで人間に出会うにちがいない。だから人間は法が理
性的であることに目を向けなければならない」と述べている。  
(36)Ebd.,§4,S.46.藤野 /赤沢訳・前掲注(11)65 頁。  
(37)篠原・前掲注(1)4 頁。  
 































































































(1)G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7,rankfurt 
a.M.1970,§278,S.442. ヘーゲル（藤野 /赤沢訳）『法の哲学Ⅱ』307 頁（中央公論
新社、2001）。  
(2)Ebd.,§279,S.446.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)314 頁。  
(3)Vgl.,ebd.,§279,S.446－447.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)314 頁。  
(4)篠原敏雄『市民法学の可能性―自由の実現とヘーゲル、マルクス―』26-27 頁参
照（勁草書房 2003）。  
(5)Ebd.,§279,Zusatz,S.449.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)318 頁。  
(6)Ebd.,§280,Zusatz,S.451.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)322 頁。  





















性と現実』112－113 頁参照（中公新書、1968）。  
 


























































第二章 へーゲルにおける法、道徳、人倫―Bruno Liebrucks の所説に即して―  
  


















第一節 へーゲルの法の理念―現存在と概念との一体性―  
 


































 ＜注＞  
(１)Bruno Liebrucks,Recht,Moralitaet,und Sittlichkeit bei Hegel.in.:Materialien 
zu Hegels Rechtsphilosophie,Band2,Hrsg.von Manfred Riedel,Frankfurt 
a.M.1975,S.13-51.以下引用は本文中に記す。  
(2)G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7,Frankfurt 
a.M.1970,§1,S.29.ヘーゲル（藤野渉 /赤沢正敏訳）『法の哲学Ⅰ』43 頁（中央公論
新社、2001）。  
(３)Ebd.,§1 Zusatz.S.30.藤野 /赤沢訳・前掲注(2)44 頁。  
(４)Ebd.,§1 Zusatz,S.30.藤野 /赤沢訳・前掲注(2)45 頁。なお、同書 45 頁では、Dasein
という語に関して、訳者注では次のように解説されている。「これはへーゲルの定義
では、『規定された存在ないし有』だから『定在』とか『定有』と訳されるのがふつ














































































































(1)G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7,Frankfurt 
a.M.1970,§4,S.46.ヘーゲル（藤野 /赤沢訳）『法の哲学Ⅰ』65 頁（中央公論新社、
2001）。  
(2)Ebd.,§5,S.49.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)72 頁。  
(3)Ebd.,§5,S.50.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)73 頁。  
(4)Ebd.,§6,S.52.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)76 頁。  
(5)Ebd.,§7,S.54.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)81 頁。  
(6)Ebd.,§7 Zusatz,S.57.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)83 頁。  
(7)Ebd.,§7 Zusatz,S.57.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)83 頁。  
(8)Ebd.,§7 Zusatz,S.57.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)83 頁。  
 








主 観 的 な 目 的 を 客 観 性 へ 移 し か え る （ den subjektiven Zweck durch die 
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Vermittlung der Tӓtigkeit und eines Mittels in die Objektivitӓt zu übersetzen）
過程である
（1）



















摘するように、「主観性から、社会的制度に自由を持っていく(die Freiheit aus der 
Subjektivitӓt in die Institution hinübertrӓgt)」(Ebd.,S.44.)ということである。な
ぜなら、ヘーゲルが指摘するように、「われわれにとって自由と意志（意志即ち自由
―引用者注）は、主観的なものと客観的なものとの一体性だからである (denn 









































人倫としての『法』の理論である(Die Entfaltung der menschlichen Freiheit ist die 













(２) Ebd.,§8 Zusatz,S.59.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)86－87 頁。  
(３) Ebd.,§29,S.80.藤野 /赤沢訳・前掲注(1)122 頁。  
 











































































































同存在性』と対立するものではない .対立する ,と考えると ,法律は自由を制限するも
の ,となってしまう .そうではなく ,個人の自由は ,法律 ,法秩序 ,国家秩序 ,を介するこ
とによって ,一層豊かな自由となるのである .この意味で ,個人の自由は ,法律 ,法秩序 ,
国家秩序に根ざす自由とならなければならないのである」。  































第三章 ヘーゲルと自然法論―Norbert Bobbio の所説に即して―  
 









   












































のではなく、「暴力行為の現実の状態（ein wirklicher Zustand der Gewalttӓtigkeit）」
（Ebd.,S.89.）と認識するということである。自然状態においては、国家がまだな
いということであり、従って、自然状態である限り、暴力行為が存在し、「自然状態
は、法的状態ではなく、人はその中に、どんな種類の権利も持っていない（ ist er kein 












































が、国家において、頂点に達する (die Suche nach einer dem Menschen als 
 156 
 






指摘されている。   
 










か。このことに関する、ボッビオの論述は、次の 3 点にまとめられる。  
第一に、それは、国家からの自由を指すのではなく、「国家の中での、共同体の






第二に、「『定められた法律に対する服従』としての自由(Freiheit als Gehorsam 


















「国家において、自律としての自由の領域を実現化すること (im Staat das Reich 
der Freiheit als Autonomie zu verwirklichen)」(Ebd.,S99.)であると述べている。
そして、まさに、この「国家において、自律としての自由の領域の実現化」こそ、


















同生活にふさわしい形態を探すことが、国家において、頂点に達する (die Suche 
nach einer dem Menschen als vernünftigem Wesen angemessenen Form des 







「国家において、自律としての自由の領域を実現化すること (im Staat das Reich 































第二に、「『定められた法律に対する服従』としての自由(Freiheit als Gehorsam 

















それは、「国家において、自律としての自由の領域を実現化すること(im Staat das 




















 ＜注＞  
(１ )Norbert Bobbio Ilting,Hegel und die Naturrechtslehre.in.:Materialien zu 








(3) Vgl.,G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7 Frankfurt 
a.M.1970,§124,S.233.ヘーゲル（藤野渉・赤沢正敏訳）『法の哲学Ⅰ』327 頁参照
（中央公論新社、2001）。  
(４)ルソー（桑原武夫・前川貞次郎訳）『社会契約論』29 頁（岩波文庫、1954）。  
(5) 篠原敏雄「沼田稲次郎『労働法論序説―労働法原理の論理的構造―』を読む―
市民法学の視座から―」横井芳弘 /篠原敏雄 /辻村昌昭編『市民社会の変容と労働法』

























第四章 ヘーゲル法哲学における自然と自由―Manfred Riedel の所説に即して     
 












   










偶然や恣意に委ねられている（ die vom Menschen hervorgebrachte und von 












「存在と妥当が、ここで、崩れる（Sein und Geltung hier auseinanderfallen）」
(Ebd.,S.109)のであるという。というのは、法の法則は、「人間に『由来』するもの
であり、それは人間の意志や意識に依存している（ ein vom Menschen 》
Herkommendes《,das von seinem Willen und Bewusstsein abhängt)」（Ebd.,S.109.）
からである。従って、「法の法則は、歴史を持つ」（Ebd.,S.110.）のだという。そし
て、リーデルは、「この法則(法の法則―引用者注)の基準は、私たちの外にあるのみ
ではなく、私たちの内にもある（der Masstab dieser Gesetze nicht mehr nur ausser 
uns,sondern in uns liegt）」(Ebd.,S.110.)と述べている。さらに言えば、「法の領
域において、法則（法の法則―引用者注）は、その証明を、それが存在していると
いうことではなく、それが知られ、意欲されることの中に持つ（in der Sphäre des 
Rechts hat ein Gezetz seine Bewährung nicht in seinem Sein,sondern darin,dass 
































で、『人工的』な社会のみが、市民を、服従へと義務づける（nur eine im strengen 












としての自由を、法の基盤へと高めたのである（Rousseau hat das》Innerste des 
Menschen《,die Freiheit als》Einheit seiner mit sich《zur Grundlage des Rechts 
erhoben）」。「従って、自然などに対立して、自然に移した神の意志に対立して、人
間に『無限の強さ』を与えたのである（ihm damit gegenüber der Naturbzw.dem auf 





の『自由』として理解する（Rousseau fasst die》Geistigkeit,Vernünftigkeit《des 











とっても、決定的な意義を持つのである（Das ist auch für Hegels Philosophie des 









第二節 ヘーゲル『法哲学』が近代自然法論と共有する第二の前提条件について  
 
ヘーゲル『法哲学』が、近代自然法論と共有する法概念の第二の前提条件とは、



















―『理念としての自由』である（Das Recht ist nicht die Einschränkung,sondern 















































































（Denn die Differenz zwischen bürgerlicher Gesellschaft und Staat hat ihren 









ではない（ die Auflösung führt aber nicht zu einer dauernden Differenz）」
（ Ebd.,S.121. ） と い う 。 そ の 原 因 は 、「 自 然 法 的 契 約 論 の 中 に （ in der 
















civilis（市民社会）という呼び名も、放棄する（gibt Hegel mit dem traditionellen 
Namen des Naturrechts auch den der bürgerlichen Gesellschaft(societas 
civilis)preis）」（Ebd.,S.123-124.）。つまり、ヘーゲルは、Der Staat（国家）と Die 









besondere Individuum《 und seine Bedürfnisse,Triebe und Neigungen mit der 









の『欲求の体系』を発見することが、可能になる（wird es Hegel möglich,jenes》
System der Bedürfnisse《als die ökonomische Basis der modernen bürgerlichen 



























































































(1)Manfred Riedel,Natur und Freiheit in Hegels 
Rechtsphilosophie.in.:Materialien zu Hegels Rechtsphilosophie, 




(2)Vgl.,G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7,Frankfurt 
a.M.1970,§4,S.46.ヘーゲル（藤野渉 /赤沢正敏訳）『法の哲学Ⅰ』65 頁参照（中央
公論新社、2001）。  
(3)G.W.F.Hegel,Grundlien der Philosophie des Rechts,Werke,7,Frankfurt 
a.M.1970,§258,S.400.ヘーゲル（藤野渉 /赤沢正敏訳）『法の哲学Ⅱ』219 頁（中央
公論新社、2001）。  
(4) Ebd.,§5,S.49.藤野 /赤沢訳・前掲注（2）72 頁。  
(5) Ebd.,§5,S.50.藤野 /赤沢訳・前掲注（2）73 頁。  
(6) Ebd.,§6,S.52.藤野 /赤沢訳・前掲注（2）76 頁。  
(7) Ebd.,§7,S.54.藤野 /赤沢訳・前掲注（2）81 頁。  
(8) Ebd.,§7 Zusatz,S.57.藤野 /赤沢訳・前掲注（2）83 頁。  
(9)M・リーデル 池田貞夫・平野英一訳『ヘーゲルにおける市民社会と国家』56－
58 頁参照（未来社、1985）。  
(10)篠原敏雄「沼田稲次郎『労働法論序説―労働法原理の論理的構造―』を読む―
市民法学の視座から―」横井芳弘 /篠原敏雄 /辻村昌昭編『市民社会の変容と労働法』
4 頁（信山社、2005）。  
(11) Ebd.,§184 Zusatz,S.340-341.藤野 /赤沢訳・前掲注（3）93 頁。ヘーゲルは、
次のように述べている。即ち、「市民社会においては、特殊性と普遍性とは離れ離れ
になっていながら、それでもなお両者は、相互に結びつけられ、相互に制約しあっ
ている（Indem in der bürgerlichen Gesellschaft Besonderheit und Allgemeinheit 




念論集―』19 頁（九州大学出版会、1998）。  






















































































































との苦しみ―ヘーゲル「法哲学」の再生』（未来社、2009 年）  
浅野遼二『ベルン時代のヘーゲル』（法律文化社、1995 年）  
アヴィネリ 高柳良治訳『ヘーゲルの国家論』（未来社、1978 年）  
安倍能成『新版 カント実践哲学』（勁草書房、1979 年）  
イェーリング 村上淳一訳『権利のための闘争』（岩波文庫、1982 年）  
生松敬三『社会思想の歴史―ヘーゲル・マルクス・ウェーバー―』（岩波現代文庫、
2002 年）  
今井弘道「三島淑臣の法思想・再論―『市民社会』概念との関連において―」三島
淑臣教授退官記念論集編集委員会『法思想の伝統と現在―三島淑臣教授退官記念論
集―』（九州大学出版会、1998 年）  
今村仁司『貨幣とは何だろうか』（ちくま新書、1994 年）  
今村仁司・座小田豊『知の教科書 ヘーゲル』（講談社選書メチエ、2004 年）  
岩崎武雄『岩崎武雄著作集第四巻 カント・ヘーゲルとその周辺』（新地書房、1982
年）  
植村邦彦『市民社会とは何か―基本概念の系譜』（平凡社新書、2010 年）  
W.カウフマン 栃原敏房・斎藤博道訳『ヘーゲル―再発見・再評価』（理想社、1975
年）  
内田弘『新版「経済学批判要綱」の研究』（御茶の水書房、2005 年）  
内田義彦『資本論の世界』（岩波新書、1966 年）  
内田義彦『社会認識の歩み』（岩波新書、1971 年）  
大浜啓吉「市民社会と行政法」科学 第 78 巻第 9 号（岩波書店、2008 年）  
岡本祐一郎『ヘーゲルと現代思想の臨界―ポストモダンのフクロウたち―』（ナカニ
シヤ出版、2009 年）  
小川仁志「ヘーゲルの多元主義国家観」『ヘーゲル哲学研究』vol.12（こぶし書房、
2006 年）  
尾高朝雄『改訂法哲学概論』（学生社、1953 年）  
オット・ぺゲラー編 谷嶋喬四朗監訳『ヘーゲルの全体像』（以文社、1988 年）  
[か行] 
戒能通孝『自由と権利の法構造』（日本評論社、1965 年）  




の大潮 ヘーゲル、マルクスとその余波』（未来社、1980 年）  
加藤尚武『へーゲルの「法」哲学』（青土社、1999 年）  
加藤尚武『ヘーゲル哲学の形成と原理』（未来社、1980 年）  
加藤尚武編『ヘーゲル哲学への新視角』（創文社、1999 年）  
加藤尚武・滝口清栄編『ヘーゲルの国家論』（理想社、2006 年）  
川島武宜『所有権法の理論』（岩波書店、1949 年）  
川村泰啓『商品交換法の体系』上（勁草書房、1967 年）  
カント 篠田英雄訳『道徳形而上学原論』（岩波文庫、1960 年）  
カント 野田又夫責任編集『世界の名著 カント』（中央公論社、1972 年）  
クーノ・フィッシャー 玉井茂・礒江景孜訳『ヘーゲルの生涯』（勁草書房、1971
年）  
工藤豊『ヘーゲルにおける自由と近代性』（新評論、2000 年）。  
久保陽一『ドイツ観念論とは何か―カント、フィヒテ、ヘルダーリンを中心として
―』（ちくま学芸文庫、2012 年）  
久保陽一編『ヘーゲル体系の見直し』（理想社、2010 年）  
熊野純彦『ヘーゲル＜他なるもの＞をめぐる思考』（筑摩書房、2002 年）  
粂康弘『ドイツ観念論の歴史的性格』（勁草書房、1978 年）  
現代の理論編集部・編『マルクス・コメンタールⅠ』（現代の理論社、1972 年）  
上妻精・小林靖昌・高柳良治著『ヘーゲル法の哲学』（有斐閣新書、1980 年）  
小林正士「市民法学の論理とヘーゲル『法の哲学』」国士舘法研論集 第 10 号（2009
年）  
小林正士「市民法学における社会認識のための一考察」国士舘法研論集 第 11 号
（2010 年）  
小林正士「ヘーゲルの社会哲学と市民法原理」国士舘法研論集 第 12 号（2011 年）  
小林正士「ヘーゲルの社会理論と市民法原理」国士舘法研論集 第 13 号（2012 年）  
小林正士「ヘーゲル法哲学の構造と市民法学」国士舘法研論集  第 14 号（2013 年）  
小林靖昌『ヘーゲルの人倫思想―市民社会の再生への道』（以文社、1992 年）  
権佐武志『ヘーゲルにおける理性・国家・歴史』（岩波書店、2010 年）  
[さ行] 
澤田章『ヘーゲル・人と思想』（清水書院、1970 年）  
重松博之「ヘーゲル承認論の現在―A・ホネットの承認闘争論を中心として―」日
本法哲学会編『法哲学年報（1999）』（有斐閣、2000 年）  
 177 
 
篠原敏雄『市民法の基礎構造―法・国家・市民社会―』（論創社、1986 年）  
篠原敏雄『市民法学の基礎理論―理論法学の軌跡―』（勁草書房、1995 年）  
篠原敏雄『市民法学の可能性―自由の実現とヘーゲル、マルクス―』（勁草書房、
2003 年）  
篠原敏雄「基礎法を学ぶ魅力」法学セミナー 12 月号（2004 年）  
篠原敏雄「沼田稲次郎『労働法論序説―労働法原理の論理的構造―』を読む―市民
法学の視座から―」横井芳弘・篠原敏雄・辻村昌昭編『市民社会の変容と労働法』
（信山社、2005 年）  
篠原敏雄「市民法学の法哲学的基礎―市民社会論と自由の実現―」原島重義先生傘
寿記念論文集『市民法学の歴史的・思想的展開』（信山社、2006 年）  
篠原敏雄「二つの独裁国家の光景―ライプツィヒ・ブーヘンヴァルト・ベルリン―」





集：市民社会論の法律学的射程（東京大学社会科学研究所、2009 年）  
篠原敏雄「市民法学における「市民」をどう捉えるか―「マルクス主義市民法学」
でもなく「近代主義市民法学」でもなく」法学新報（中央大学）第 115 巻 9・10 号
（2009 年）  
篠原敏雄「市民法学とホロコースト―アウシュヴィッツ・ミュージアムのガイド・
中谷剛氏のこと」法律時報 6 月号（2010 年）  
篠原敏雄「ワークショップ概要 ヘーゲルと現代社会―法・国家・市民社会―」日
本法哲学会編『法哲学年報（2011）』（有斐閣、2012 年）  
柴田隆行『ヘーゲルにおける自由と共同』（北樹出版、1986 年）  
柴田高好『ヘーゲルの国家論』（日本評論社、1986 年）  
柴田高好『近代自然法国家理論の系譜―マルクス前史―』（論創社、1986 年）  
清水誠『時代に挑む法律学―市民法学の試み―』（日本評論社、1992 年）  
清水誠・篠原敏雄「市民法学・市民法論の現在」法律時報 79 巻通巻 990 号（2007
年）  
城塚登『ヘーゲル』（講談社学術文庫、1997 年）  
城塚登『若きマルクスの思想』（勁草書房、1970 年）  




流に関する研究―』（未来社、1980 年）  
ジャック・ドント 花田圭介監訳 /杉山吉弘訳『ベルリンのヘーゲル』（法政大学出
版局、1983 年）  
杉原四郎『マルクス経済学への道』（未来社、1967 年）  
[た行] 
高島善哉『現代国家論の原点―富の支配と権力の支配―』（新評論、1979 年）  
高田純『承認と自由―ヘーゲル実践哲学の再構成―』（未来社、1994 年）  
高橋誠『世界資本主義システムの歴史理論』（世界書院、1998 年）  
高橋眞「ナショナリズムと主権者意識」民主主義科学者協会法律部会編 法律時報
増刊―改憲・改革と法  自由・平等・民主主義が支える国家社会をめざして（日本評
論社、2008 年）  
高柳良治『ヘーゲル社会理論の射程』（御茶の水書房、2000 年）  
高山守『ヘーゲルを読む』（放送大学教育振興会、2003 年）  
滝口清栄『「ヘーゲル法（権利）の哲学」―形成と展開―』（御茶の水書房、2007
年）  
竹田青嗣『人間の未来―ヘーゲル哲学と現代資本主義―』（ちくま新書、2009 年）  
竹田青嗣『人間的自由の条件―ヘーゲルとポストモダン思想―』（講談社学術文庫、
2010 年）  
竹田青嗣 西研『超解読！はじめてのヘーゲル『精神現象学』』（講談社現代新書、
2010 年）  
ディーター・ヘンリッヒ /オット・ぺゲラー他 加藤尚武 /座小田豊編訳『続・ヘー
ゲル読本―＜翻訳編 /読みの水準＞―』（法政大学出版局、1997 年）  
ディルタイ 久野昭・水野建雄訳『ヘーゲルの青年時代』（以文社、1976 年）  
C・テイラー『ヘーゲルと近代社会』（岩波書店、1981 年）  
[な行] 
中埜肇『ヘーゲル研究』（1965 年、理想社）  
中埜肇『ヘーゲル―理性と現実』（中公新書、1968 年）  
中埜肇『弁証法―自由な思考のために―』（中公新書、1973 年）  
中埜肇『ヘーゲル哲学の根本にあるもの』（以文社、1974 年）  
中埜肇『ヘーゲル哲学の基本構造』（以文社、1979 年）  





比的分析」思想 3 月号（岩波書店、1971 年）  
西研『ヘーゲル・大人のなりかた』（日本放送出版協会、1995 年）  
日本ヘーゲル学会編『ヘーゲル哲学研究』Vol.12（こぶし書房、2006 年）  
日本倫理学会 金子武蔵編『ヘーゲル』（以文社、1980 年）  
[は行] 
長谷川宏『新しいヘーゲル』（講談社現代新書、1997 年）  
長谷川宏『ヘーゲルの歴史意識』（講談社学術文庫、1998 年）  
速水敬二『ヘーゲルの修業遍歴時代』（筑摩書房、1974 年）  
平田清明『経済学と歴史認識』（岩波書店、1971 年）  
平田清明『市民社会と社会主義』（岩波書店、1969 年）  
ビルガー・P・プリッダート 高柳良治・滝口清栄・早瀬明・神山伸弘訳『経済学
者ヘーゲル』（御茶の水書房、1999 年）  
福吉勝男『ヘーゲルに還る―市民社会から国家へ―』（中公新書、1999 年）  
福吉勝男『使えるヘーゲル―社会のかたち、福祉の思想―』（平凡社新書、2006 年）  
福吉勝男『現代の公共哲学とヘーゲル』（未来社、2010 年）  
藤田勇・江守五夫編『文献研究・日本の法社会学（法社会学論争）』（日本評論社、
1969 年）  
藤田正勝『若きヘーゲル』（創文社、1986 年）  
藤原保信著 引田隆也・山田正行編『藤原保信著作集 2 ヘーゲルの政治哲学』（新
評論、2007 年）  
プラトン 藤沢令夫訳『国家（上下）』（岩波文庫、1979 年）  
ヘーゲル 加藤尚武監訳 座小田豊 /栗原隆 /滝口清栄 /山崎純訳『イェーナ体系構想』
（法政大学出版局、1999 年）  
ヘーゲル 金子武蔵訳『政治論文集（上）』（岩波文庫、1967 年）  
ヘーゲル 金子武蔵解説 上妻精訳『政治論文集（下）』（岩波文庫、1967 年）  
ヘーゲル 上妻精訳『人倫の体系』（以文社、1996 年）  
ヘーゲル 小島貞介訳『ヘーゲル書簡集』（日清堂書店、1975 年）  
ヘーゲル 武市健人訳『哲学史序論』（岩波文庫、1967 年）  
ヘーゲル 戸田洋樹訳『フィヒテとシェリングの差異』（公論社、1980 年）  
  
ヘーゲル 長谷川宏訳『歴史哲学講義』上下（岩波文庫、1994 年）  








1973 年）  
ヘルマン・ノール編、久野昭・水野建雄訳『ヘーゲル初期神学論集Ⅱ』（以文社、
1977 年）  
星野英一『民法のすすめ』（岩波新書、1998 年）  
細谷貞雄『若きヘーゲルの研究』（未来社、1971 年）  
ホッブズ 水田洋訳『リヴァイアサン』Ⅰ（岩波文庫、1954 年）  
ホッブズ 水田洋訳『リヴァイアサン』Ⅱ（岩波文庫、1964 年）  
ホッブズ 水田洋訳『リヴァイアサン』Ⅲ（岩波文庫、1982 年）  
ホッブズ 水田洋訳『リヴァイアサン』Ⅳ（岩波文庫、1985 年）  
[ま行] 
マルクス 高木幸二朗監訳『経済学批判要綱』Ⅰ（大月書店、1958 年）  
マルクス 高木幸二朗監訳『経済学批判要綱』Ⅱ（大月書店、1959 年）  
マルクス 高木幸二朗監訳『経済学批判要綱』Ⅲ（大月書店、1961 年）  
マルクス 高木幸二朗監訳『経済学批判要綱』Ⅳ（大月書店、1962 年）  
マルクス 高木幸二朗監訳『経済学批判要綱』Ⅴ（大月書店、1965 年）  
マルクス 杉原四郎・重田晃一訳『マルクス・経済学ノート』（未来社、1962 年）  
マルクス  中山元・三島憲一・徳永恂・村岡晋一訳『マルクスコレクションⅠ デモ
クリトスの自然哲学とエピクロスの自然哲学の差異 /ヘーゲル法哲学批判 序説 /ユ
ダヤ人問題によせて /経済学・哲学草稿』（筑摩書房、2005 年）  
マルクス 横張誠・木前利秋・今村仁司訳『マルクスコレクションⅢ ルイ・ボナ
パルトのブリュメール一八日 /経済学批判要綱『序説』『資本制生産に先行する諸形




理論の興隆―』（岩波書店、1961 年）  




版、1976 年）  
M・リーデル 池田貞夫・平野英一訳『ヘーゲルにおける市民社会と国家』（未来社、
1985 年）  
M・リーデル 高柳良治訳『体系と歴史―ヘーゲル哲学の歴史的位置―』（御茶の水
書房、1986 年）  
三島淑臣「ヘーゲルと社会契約説」日本法哲学会編 法哲学年報（1983）（有斐閣、
1984 年）  
三島淑臣教授退官記念論集編集委員会編『法思想の伝統と現在』（九州大学出版会、
1998 年）  
峯村光郎「法における人間」日本法哲学会編 法哲学年報（1963 年）（下）、（有斐
閣、1964 年）  
宮本冨士雄編著『ヘーゲルと現代』（理想社、1974 年）  
村上淳一『ドイツ市民法史』（東京大学出版会、1985 年）  
望月清司『マルクス歴史理論』（岩波書店、1973 年）  
森田桐朗・望月清司『講座マルクス経済学１ 社会認識と歴史理論』（日本評論社、
1974 年）  
[や行] 
山田鋭夫「マルクスにおける領有法則の転回の論理」『思想』岩波書店、1971 年第
6 号  
山田鋭夫・森田桐朗編『講座マルクス経済学 6 コメンタール「経済学批判要綱」』
上（日本評論社、1974 年）  
山田鋭夫・森田桐朗編『講座マルクス経済学 7 コメンタール「経済学批判要綱」』
下（日本評論社、1974 年）  
山之内靖『受苦者のまなざし 初期マルクス再興』（青土社、2004 年）  
山辺知紀『ヘーゲル「法の哲学」に学ぶ―自由と所有、そして国家』（昭和堂、2005
年）  
寄川条路『ヘーゲル哲学入門』（ナカニシヤ出版、2009 年）  
寄川条路編訳『初期ヘーゲル哲学の軌跡―断片・講義・書評―』（ナカニシヤ出版、








上（白水社、1969 年）  
ルカーチ 生松・元浜・木田訳『ルカーチ著作集・11 若きヘーゲル』下（白水社、
1969 年）  
ルソー 桑原武夫・前川貞次郎訳『社会契約論』（岩波文庫、1954 年）  
ロック 鵜飼信成訳『市民政府論』（岩波文庫、1968 年）  
 
[わ行] 
渡辺洋三『現代法の構造』（岩波書店、1975 年）  
渡辺洋三『法とは何か』（岩波新書、1979 年）  
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